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ま え が き 

 

 この実施計画は、交通安全対策基本法（昭和 45 年法律第 110 号）に基づ

き作成した第 11 次青森県交通安全計画（令和３年度～令和７年度）を着実

に推進するため、令和７年度における県内の陸上交通の安全に関し、県及

び国の指定地方行政機関等が講ずべき施策に関する計画を取りまとめたも

のです。 
 県内における令和６年の交通事故発生状況は、発生件数 2,278 件（前年

比－341 件）、死者数 43 人（前年比－２人）、負傷者数 2,734 人（前年比－

365 人）となり、発生件数、死者数及び負傷者数は前年より減少したものの、

死者数は、令和５年に引き続き 40 人超えとなりました。 
交通事故の特徴をみますと、交通事故の死者数のうち高齢者の割合は約

６割を占めたほか、歩行中の死者のうち高齢者の割合は約７割を占め、高

齢者の交通事故防止をはじめ交通安全対策には引き続き取り組むべき課題

があります。 

こうした現状において、第 11 次青森県交通安全計画では、令和７年まで

に年間の 24 時間死者数 28 人以下、重傷者数 203 人以下とする目標を掲げ

ており、この目標を達成するため、青森県交通安全対策会議では、交通事

故のない安全で安心な社会の実現に向けて、関係機関・団体と緊密な連携

のもと、陸上交通の安全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するもの

とします。 
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第１章 道路交通の安全に関する施策 
 

 

＜６つの視点＞ 

① 高齢者及び子どもの安全確保 

② 歩行者及び自転車の安全確保と遵法意識の向上 

③ 生活道路における安全確保 

④ 先端技術の活用推進 

⑤ 交通実態等を踏まえたきめ細かな対策の推進 

⑥ 地域が一体となった交通安全対策の推進 

 
 

＜８つの柱＞ 

① 道路交通環境の整備 

② 交通安全思想の普及徹底 

③ 安全運転の確保 

④ 車両の安全性の確保 

⑤ 道路交通秩序の維持 

⑥ 救助・救急活動の充実 

⑦ 被害者支援の充実と推進 

⑧ 研究開発及び調査研究の充実 
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第１章 道路交通の安全に関する施策 

１  道路交通環境の整備 

(１)  生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

細 目 
  ア 生活道路における交通安全対策の推進 

イ 通学路等における交通安全の確保 

ウ 高齢者、障がい者等の安全に資する歩行空間の整備 

実施機関 東北地方整備局(青森河川国道事務所)、県（道路課）、警察本部（交通規制課） 

〔計画の方針及び概要〕 
 
 ◆ 通学路、生活道路、市街地の幹線道路等において歩道を積極的に整備するなど、「人」の

視点に立った交通安全対策を推進していく必要があり、これらの交通の安全を確保する必要

がある道路において、歩道等の交通安全施設等の整備、効果的な交通規制の推進等きめ細か

な事故防止対策を実施することにより車両の速度の抑制や、自動車、自転車、歩行者等の異

種交通が分離された安全な道路交通環境を形成する。 
 
  ア 生活道路における交通安全対策の推進 

  （東北地方整備局（青森河川国道事務所）、県（道路課）） 

   歩道の整備等により、安心して移動できる歩行空間ネットワークを整備するとともに、青

森県公安委員会により実施される交通規制及び交通管制との連携を強化し、ハンプやクラン

ク等車両速度を物理的に抑制する道路構造等「ゾーン30プラス」により、歩行者や自転車の

通行を優先するゾーンを形成するゾーン対策、外周幹線道路の交通を円滑化するための交差

点改良やエリア進入部におけるハンプや狭さくの設置等によるエリア内への通過車両の抑制

対策を推進する。 

 
  （警察本部（交通規制課）） 

青森県公安委員会においては、生活道路における歩行者等の安全を確保するため、最高速

度 30 キロメートル毎時の区域規制等と道路管理者による物理的デバイスを組み合わせた

「ゾーン 30 プラス」を整備するほか、高輝度標識等の見やすく分かりやすい道路標識・道路

標示の整備や信号灯器のＬＥＤ化、ゾーン規制の活用等の安全対策や、外周幹線道路を中心

として、信号機の改良、光ビーコン・交通情報板等によるタイムリーな交通情報提供等の交

通円滑化対策を実施する。 
 

イ 通学路等における交通安全の確保 

 （東北地方整備局（青森河川国道事務所）、県（道路課）） 

   高等学校、中学校に通う生徒、小学校、幼稚園、保育所や児童館等に通う児童・幼児の通

行の安全を確保するため、通学路等の歩道整備等を積極的に推進し、安全・安心な歩行空間

の創出を推進する。 

 
  （警察本部（交通規制課）） 

通学路における合同点検や未就学児の集団移動経路における安全点検を通じた対策などに

より、押ボタン式信号機、歩行者用灯器等の整備、横断歩道等の拡充を行い、通学路、通園

路における安全確保を図る。 
 
ウ 高齢者、障がい者等の安全に資する歩行空間等の整備 

 （東北地方整備局（青森河川国道事務所）、県（道路課）） 

高齢者、身体障がい者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号）

に基づき重点整備地区に定められた地域等で、公共施設等の周辺を中心に平坦性が確保され

た幅の広い歩道等を整備するとともに、歩道の段差・勾配の改善や、視覚障がい者誘導用ブ

ロックの整備を推進する。 
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（警察本部（交通規制課）） 

高齢者、身体障がい者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号）

に基づき重点整備地区に定められた地域等を重点に音響信号機等のバリアフリー対応型信号

機の整備を推進するとともに、歩車分離式信号の整備等を推進する。 
 
 

細 目 

  ア 生活道路における交通安全対策の推進 

イ 通学路等における交通安全の確保 

ウ 高齢者、障がい者等の安全に資する歩行空間の整備 

実施機関 警察本部(交通指導課) 

〔計画の方針及び概要〕 
 
 ア 生活道路における交通安全対策の推進  

 道路幅員が狭くガードレール等もない生活道路でも活用できる可搬式速度違反自動取締装

置の整備拡充を図り、適切な取締りを推進する。 
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第１章 道路交通の安全に関する施策 

１  道路交通環境の整備 

(２)  高速道路の更なる活用促進による生活道路との機能分化 

 
細 目  

実施機関 
東北地方整備局(青森河川国道事務所)、県（道路課、都市計画課）、 

東日本高速道路(株)東北支社 

〔計画の方針及び概要〕 
 

◆ 高規格幹線道路（自動車の高速交通の確保を図るために必要な道路で、全国的な自動車交

通網を構成する自動車専用道路であり、高速自動車国道及び一般国道の自動車専用道路で構

成。）から生活道路に至る道路ネットワークを体系的に整備し、道路の適切な機能分化を推

進する。 
特に、高規格幹線道路等、事故率の低い道路利用を促進するとともに、生活道路において

は、車両速度の抑制や通過交通を排除し、歩行者、自転車中心の道路交通を形成する。 
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第１章 道路交通の安全に関する施策 

１  道路交通環境の整備 

(２)  高速道路の更なる活用促進による生活道路との機能分化 

 
細 目  

実施機関 
東北地方整備局(青森河川国道事務所)、県（道路課、都市計画課）、 

東日本高速道路(株)東北支社 

〔計画の方針及び概要〕 
 

◆ 高規格幹線道路（自動車の高速交通の確保を図るために必要な道路で、全国的な自動車交

通網を構成する自動車専用道路であり、高速自動車国道及び一般国道の自動車専用道路で構

成。）から生活道路に至る道路ネットワークを体系的に整備し、道路の適切な機能分化を推

進する。 
特に、高規格幹線道路等、事故率の低い道路利用を促進するとともに、生活道路において

は、車両速度の抑制や通過交通を排除し、歩行者、自転車中心の道路交通を形成する。 
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第１章 道路交通の安全に関する施策 

１  道路交通環境の整備 

(３)  幹線道路における交通安全対策の推進 
 

細 目 

 ア 事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進 

イ 事故危険箇所対策の推進 

ウ 幹線道路における交通規制 

エ 重大事故の再発防止 

オ 適切に機能分担された道路網の整備 

カ 高速自動車国道等における事故防止対策の推進 

キ 道路の改築等による交通事故対策の推進 

ク 交通安全施設等の高度化 

実施機関 東北地方整備局(青森河川国道事務所)、県（道路課） 

〔計画の方針及び概要〕 
 
ア 事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進 

   青森県内の国道の事故対策については、事故の危険性が高い区間などを「事故危険区間」

として選定し、県民に事故が起こりやすい危険な箇所としての認識を持ってもらいながら、

急ぐべきところから優先的に、事故原因に即した効果の高い対策を実施していく。また、実

施にあたっては、ＰＤＣＡのマネジメントサイクルに基づき、情報を公表し意見を伺いなが

ら、継続的に推進していく。 

 

イ 事故危険箇所対策の推進 

特に事故の発生割合の大きい幹線道路の区間等を事故危険箇所として指定し、青森県公安

委員会と道路管理者が連携して集中的な事故抑止対策を推進すること等により、交通事故の

抑止を図る。事故危険箇所においては、道路標識の高輝度化、歩道等の整備、交差点改良、

視距の改良、付加車線等の整備、防護柵、区画線等の整備、道路照明・視線誘導標等の設置

等の対策を推進する。 
また、自動車専用道路の出入口及び本線合流部等において、逆走禁止看板、矢印路面標

示、ラバーポール等の逆走対策を推進する。 
 
エ 重大事故の再発防止 

社会的に大きな影響を与える重大事故が発生した際には、関係機関・団体等と合同の現場

調査を実施し、速やかに当該箇所の道路交通環境等事故発生の要因について調査するととも

に、事故要因に即した所要の対策を早急に講ずることにより、事故原因究明と当該事故と同

様な事故の再発防止を図る。 
 

オ 適切に機能分担された道路網の整備 

（ア）高規格幹線道路から居住地域内道路に至るネットワークを体系的に整備するとともに、

歩道や自転車道等の整備を積極的に推進し、歩行者、自転車、自動車等の異種交通の分離

を図る。 
（イ）通過交通の排除と交通の効果的な分散により、市街地における道路の著しい混雑、交通

事故の多発等の防止を図るため、バイパス及び環状道路等の整備を促進する。 

（ウ）幹線道路で囲まれた居住地域内や歩行者等の通行の多い商業地域内等においては、通           

過交通をできる限り幹線道路に転換させるなど道路機能の分化により、生活環境を向上さ

せるため、補助的な幹線道路、区画道路、歩行者専用道路等の系統的な整備を行うととも

に、青森県公安委員会により実施される交通規制及び交通管制との連携を強化し、ハン

プ・狭さく等による車両速度及び通過交通の抑制等の整備を検討する。 
 

キ 道路の改築等による交通事故対策の推進 

 交通事故の多発等を防止し、安全かつ円滑・快適な交通を確保するため、次の方針により 
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道路の改築等による交通事故対策を推進する。 
 （東北地方整備局（青森河川国道事務所）、県（道路課）） 

（ア）既存道路の拡幅を行うことにより、歩行者及び自転車利用者の安全と生活環境の改善

を図り、併せてバイパス等の整備を図る。また、道路の新設・改築に当たっては、道路

標識、車両停車帯、道路照明灯、防護柵等の交通安全施設についても併せて整備を図

る。さらに、交差点及びその付近における事故の防止と、交通渋滞の解消を図るため、

付加車線の設置等を推進する。 

（イ）交差点及びその付近における交通事故の防止と交通渋滞の解消を図るため、交差点の

コンパクト化を推進する。 
（ウ）商業系地区等における歩行者及び自転車利用者の安全で快適な通行空間を確保するた

め、これらの者の交通量や通行の状況に即して、幅の広い歩道、自転車道、自転車専用

通行帯等の整備を推進する。 

 （県（道路課）） 

（エ）道路の機能と沿道の土地利用を含めた道路の利用実態との調和を図ることが交通の安

全の確保に資することから、交通流の実態を踏まえつつ、沿道からのアクセスを考慮し

た副道等の整備、植樹帯の設置、路上駐停車対策等の推進を図る。 
（オ）交通混雑が激しい市街地、鉄道駅周辺等において、人と車の交通を体系的に分離する

とともに、歩行者空間の拡大を図るため、地区周辺の幹線道路、交通広場等の総合的な

整備を推進する。 

（カ）歴史的街並みや史跡等卓越した歴史的環境の残る地区において、地区内の交通と観光

交通、通過交通を適切に分離するため、歴史的地区への誘導路、地区内の生活道路、歴

史的みちすじ等の整備を体系的に推進する。 
 

ク 交通安全施設等の高度化 

道路の構造、交通の状況等に応じた交通の安全を確保するために、道路標識の高輝度化

等、高機能舗装、高視認性区画線の整備等を推進するほか、交通事故発生地点を容易に把握

し、速やかな事故処理及び的確な事故調査が行えるようにするとともに、自動車の位置や目

的地までの距離を容易に確認できるようにするためのキロポスト（地点標）の整備を推進す

る。 

 
 

細 目 

 ア 事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進 

イ 事故危険箇所対策の推進 

ウ 幹線道路における交通規制 

エ 重大事故の再発防止 

オ 適切に機能分担された道路網の整備 

カ 高速自動車国道等における事故防止対策の推進 

キ 道路の改築等による交通事故対策の推進 

ク 交通安全施設等の高度化 
実施機関 県(都市計画課) 

〔計画の方針及び概要〕 
 
オ 適切に機能分担された道路網の整備 

（ア）高規格幹線道路から居住地域内道路に至るネットワークを体系的に整備するととも

に、歩道や自転車道等の整備を積極的に推進し、歩行者、自転車、自動車等の異種交通

の分離を図る。 
（イ）通過交通の排除と交通の効果的な分散により、市街地における道路の著しい混雑、交

通事故の多発等の防止を図るため、バイパス及び環状道路等の整備を促進する。 

（ウ）幹線道路で囲まれた居住地域内や歩行者等の通行の多い商業地域内等においては、通

過交通をできる限り幹線道路に転換させるなど道路機能の分化により、生活環境を向上

させるため、補助的な幹線道路、区画道路、歩行者専用道路等の系統的な整備を行うと
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道路の改築等による交通事故対策を推進する。 
 （東北地方整備局（青森河川国道事務所）、県（道路課）） 

（ア）既存道路の拡幅を行うことにより、歩行者及び自転車利用者の安全と生活環境の改善

を図り、併せてバイパス等の整備を図る。また、道路の新設・改築に当たっては、道路

標識、車両停車帯、道路照明灯、防護柵等の交通安全施設についても併せて整備を図

る。さらに、交差点及びその付近における事故の防止と、交通渋滞の解消を図るため、

付加車線の設置等を推進する。 

（イ）交差点及びその付近における交通事故の防止と交通渋滞の解消を図るため、交差点の

コンパクト化を推進する。 
（ウ）商業系地区等における歩行者及び自転車利用者の安全で快適な通行空間を確保するた

め、これらの者の交通量や通行の状況に即して、幅の広い歩道、自転車道、自転車専用

通行帯等の整備を推進する。 

 （県（道路課）） 

（エ）道路の機能と沿道の土地利用を含めた道路の利用実態との調和を図ることが交通の安

全の確保に資することから、交通流の実態を踏まえつつ、沿道からのアクセスを考慮し

た副道等の整備、植樹帯の設置、路上駐停車対策等の推進を図る。 
（オ）交通混雑が激しい市街地、鉄道駅周辺等において、人と車の交通を体系的に分離する

とともに、歩行者空間の拡大を図るため、地区周辺の幹線道路、交通広場等の総合的な

整備を推進する。 

（カ）歴史的街並みや史跡等卓越した歴史的環境の残る地区において、地区内の交通と観光

交通、通過交通を適切に分離するため、歴史的地区への誘導路、地区内の生活道路、歴

史的みちすじ等の整備を体系的に推進する。 
 

ク 交通安全施設等の高度化 

道路の構造、交通の状況等に応じた交通の安全を確保するために、道路標識の高輝度化

等、高機能舗装、高視認性区画線の整備等を推進するほか、交通事故発生地点を容易に把握

し、速やかな事故処理及び的確な事故調査が行えるようにするとともに、自動車の位置や目

的地までの距離を容易に確認できるようにするためのキロポスト（地点標）の整備を推進す

る。 

 
 

細 目 

 ア 事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進 

イ 事故危険箇所対策の推進 

ウ 幹線道路における交通規制 

エ 重大事故の再発防止 

オ 適切に機能分担された道路網の整備 

カ 高速自動車国道等における事故防止対策の推進 

キ 道路の改築等による交通事故対策の推進 

ク 交通安全施設等の高度化 
実施機関 県(都市計画課) 

〔計画の方針及び概要〕 
 
オ 適切に機能分担された道路網の整備 

（ア）高規格幹線道路から居住地域内道路に至るネットワークを体系的に整備するととも

に、歩道や自転車道等の整備を積極的に推進し、歩行者、自転車、自動車等の異種交通

の分離を図る。 
（イ）通過交通の排除と交通の効果的な分散により、市街地における道路の著しい混雑、交

通事故の多発等の防止を図るため、バイパス及び環状道路等の整備を促進する。 

（ウ）幹線道路で囲まれた居住地域内や歩行者等の通行の多い商業地域内等においては、通

過交通をできる限り幹線道路に転換させるなど道路機能の分化により、生活環境を向上

させるため、補助的な幹線道路、区画道路、歩行者専用道路等の系統的な整備を行うと
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ともに、青森県公安委員会により実施される交通規制及び交通管制との連携を強化し、

ハンプ・狭さく等による車両速度及び通過交通の抑制等の整備を検討する。 
 

キ 道路の改築等による交通事故対策の推進 

 交通事故の多発等を防止し、安全かつ円滑・快適な交通を確保するため、次の方針により 
道路の改築等による交通事故対策を推進する。 

（ア）既存道路の拡幅を行うことにより、歩行者及び自転車利用者の安全と生活環境の改善

を図り、併せてバイパス等の整備を図る。また、道路の新設・改築に当たっては、道路

標識、車両停車帯、道路照明灯、防護柵等の交通安全施設についても併せて整備を図

る。さらに、交差点及びその付近における事故の防止と、交通渋滞の解消を図るため、

付加車線の設置等を推進する。 

（イ）交差点及びその付近における交通事故の防止と交通渋滞の解消を図るため、交差点の

コンパクト化等を推進する。 
（ウ）商業系地区等における歩行者及び自転車利用者の安全で快適な通行空間を確保するた

め、これらの者の交通量や通行の状況に即して、幅の広い歩道、自転車道等の整備を推

進する。 
（エ）交通混雑が激しい市街地、鉄道駅周辺等において、人と車の交通を体系的に分離する

とともに、歩行者空間の拡大を図るため、地区周辺の幹線道路、交通広場等の総合的な

整備を推進する。 

（オ）歴史的街並みや史跡等卓越した歴史的環境の残る地区において、地区内の交通と観光

交通、通過交通を適切に分離するため、歴史的地区への誘導路、地区内の生活道路、歴

史的みちすじ等の整備を体系的に推進する。 
 
 

細 目 

 ア 事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進 

イ 事故危険箇所対策の推進 

ウ 幹線道路における交通規制 

エ 重大事故の再発防止 

オ 適切に機能分担された道路網の整備 

カ 高速自動車国道等における事故防止対策の推進 

キ 道路の改築等による交通事故対策の推進 

ク 交通安全施設等の高度化 
実施機関 警察本部(交通規制課) 

〔計画の方針及び概要〕 
 
ウ 幹線道路における交通規制 

交通の安全と円滑を図るため、道路の構造、交通安全施設等の整備状況等を勘案しつつ、

速度規制及び追越しのための右側部分はみ出し通行禁止規制等の交通規制について見直しを

行い、その適正化を図る。 
 
 

細 目 

 ア 事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進 

イ 事故危険箇所対策の推進 

ウ 幹線道路における交通規制 

エ 重大事故の再発防止 

オ 適切に機能分担された道路網の整備 

カ 高速自動車国道等における事故防止対策の推進 

キ 道路の改築等による交通事故対策の推進 

ク 交通安全施設等の高度化 
実施機関 警察本部(高速道路交通警察隊) 

〔計画の方針及び概要〕 
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カ 高速自動車国道等における事故防止対策の推進 

高速道路交通警察隊の交通指導取締活動や交通事故捜査を通じ、道路上の環境的危険個所

や要因の把握に努め、道路管理者との情報共有により安全で快適な高速自動車国道等の実現

を図る。 
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カ 高速自動車国道等における事故防止対策の推進 

高速道路交通警察隊の交通指導取締活動や交通事故捜査を通じ、道路上の環境的危険個所

や要因の把握に努め、道路管理者との情報共有により安全で快適な高速自動車国道等の実現

を図る。 
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第１章 道路交通の安全に関する施策 

１  道路交通環境の整備 

(４)  交通安全施設等整備事業の推進 
 

細 目
 

ア 交通安全施設等の戦略的維持管理 

イ 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

ウ 幹線道路対策の推進 

エ 交通円滑化対策の推進 

オ ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現 

カ 道路交通環境整備への住民参加の促進 

キ 連絡会議等の活用 
実施機関 東北地方整備局(青森河川国道事務所)、県（道路課） 

〔計画の方針及び概要〕 
 

ア 交通安全施設等の戦略的維持管理 

  交通安全施設の大量更新期を迎えるに当たり、老朽化対策が課題となっていることから、

平成25年11月に「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議」において策定され

た「インフラ長寿命化基本計画」等に即して、中長期的な視点に立った老朽施設の更新、施

設の長寿命化、ライフサイクルコストの削減等を推進する。 

 

イ 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

生活道路において人優先の考えのもと、通過交通の抑制・排除、「ゾーン30プラス」等の

車両の進入抑制や速度抑制の対策として、最高速度30km/hの区域規制と物理的デバイスとの

適切な組合せによる交通事故対策を関係機関と連携して推進するとともに、少子高齢社会の

進展を踏まえ、歩行空間のバリアフリー化及び通学路における安全安心な歩行区間の確保を

図る。 
また、歩行者と自転車の分離、無電柱化の推進等による歩行者の安全な通行空間の確保を

図る。 
 

ウ 幹線道路対策の推進 

   幹線道路では交通事故が特定の区間に集中して発生していることから、事故危険箇所な

ど、事故の発生割合の大きい区間において、重点的な交通事故防止対策を実施する。この

際、交通事故データの客観的な分析による交通事故原因の検証に基づき、対策を実施する。 

 

エ 交通円滑化対策の推進 

交通安全に資するため、交差点の右折レーン設置等を推進することにより、交通容量の拡

大を図り、交通の円滑化を推進する。 
  

カ 道路交通環境整備への住民参加の促進 

道路利用者等が日常感じている意見について、「標識ＢＯＸ」（はがき、インターネット

等を利用して、運転者等から道路標識、信号機等に関する意見を受け付けるもの）、「道の

相談室」等を活用して取り入れ、道路交通環境の整備に反映する。 
   また、安全な道路交通環境の整備に係る住民の理解と協力を得るため、事業の進捗状況、

効果等について積極的に公表する。 

 

キ 連絡会議等の活用 

警察本部及び国土交通省東北地方整備局青森河川国道事務所が設置している「青森県道路

交通環境安全推進連絡会議」や、「アドバイザー会議」を活用し、学識経験者のアドバイス

を受けつつ施策の企画、評価、進行管理等に関して協議を行い、的確かつ着実に安全な道路

交通環境の実現を図る。 
 



- 10 - 

 

（県（道路課）） 

○ 交通安全施設等の整備 

令和７年度の主な整備計画は、下表のとおりである。 

項 目 歩道等 防護柵 標識 照明灯 区画線 
電線 

共同構 

災害 

防除 

拡幅工事 

特一・改築 

 

 

事業量 42工区 380m 0本 40基 730km 15工区 24箇所 29工区 
 

 
 

細 目
 

ア 交通安全施設等の戦略的維持管理 

イ 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

ウ 幹線道路対策の推進 

エ 交通円滑化対策の推進 

オ ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現 

カ 道路交通環境整備への住民参加の促進 

キ 連絡会議等の活用 
実施機関 県(林政課、農村整備課) 

〔計画の方針及び概要〕 
 

ア 交通安全施設等の戦略的維持管理 

  交通安全施設の大量更新期を迎えるに当たり、信号機等の老朽化対策が課題となっている

ことから、平成25年11月に「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議」におい

て策定された「インフラ長寿命化基本計画」等に即して、中長期的な視点に立った老朽施設

の更新、施設の長寿命化、ライフサイクルコストの削減等を推進する。 

 

イ 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

生活道路において人優先の考えのもと、「ゾーン30プラス」等の車両速度の抑制、通過交

通の抑制・排除等の面的かつ総合的な交通事故対策を推進するとともに、少子高齢社会の進

展を踏まえ、歩行空間のバリアフリー化及び通学路における安全安心な歩行区間の確保を図

る。また、歩行者と自転車の分離等、自転車利用環境の整備、無電柱化の推進、安全上課題

のある踏切の対策等による歩行者・自転車の安全な通行空間の確保を図る。 
 
 ○ 交通安全施設等の整備 

   令和７年度の主な整備計画は、下表のとおりである。 

項 目 
事 業 量 

林政課 農村整備課 

歩道等 － － 

防護柵 193m 675m 

標識 5本 8本 

区画線 2.7km 19.1km 

反射鏡 1本 2本 

照明灯 － － 

視線誘導標 － 432箇所 
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（県（道路課）） 

○ 交通安全施設等の整備 

令和７年度の主な整備計画は、下表のとおりである。 

項 目 歩道等 防護柵 標識 照明灯 区画線 
電線 

共同構 

災害 

防除 

拡幅工事 

特一・改築 

 

 

事業量 42工区 380m 0本 40基 730km 15工区 24箇所 29工区 
 

 
 

細 目
 

ア 交通安全施設等の戦略的維持管理 

イ 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

ウ 幹線道路対策の推進 

エ 交通円滑化対策の推進 

オ ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現 

カ 道路交通環境整備への住民参加の促進 

キ 連絡会議等の活用 
実施機関 県(林政課、農村整備課) 

〔計画の方針及び概要〕 
 

ア 交通安全施設等の戦略的維持管理 

  交通安全施設の大量更新期を迎えるに当たり、信号機等の老朽化対策が課題となっている

ことから、平成25年11月に「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議」におい

て策定された「インフラ長寿命化基本計画」等に即して、中長期的な視点に立った老朽施設

の更新、施設の長寿命化、ライフサイクルコストの削減等を推進する。 

 

イ 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

生活道路において人優先の考えのもと、「ゾーン30プラス」等の車両速度の抑制、通過交

通の抑制・排除等の面的かつ総合的な交通事故対策を推進するとともに、少子高齢社会の進

展を踏まえ、歩行空間のバリアフリー化及び通学路における安全安心な歩行区間の確保を図

る。また、歩行者と自転車の分離等、自転車利用環境の整備、無電柱化の推進、安全上課題

のある踏切の対策等による歩行者・自転車の安全な通行空間の確保を図る。 
 
 ○ 交通安全施設等の整備 

   令和７年度の主な整備計画は、下表のとおりである。 

項 目 
事 業 量 

林政課 農村整備課 

歩道等 － － 

防護柵 193m 675m 

標識 5本 8本 

区画線 2.7km 19.1km 

反射鏡 1本 2本 

照明灯 － － 

視線誘導標 － 432箇所 
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細 目
 

ア 交通安全施設等の戦略的維持管理 

イ 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

ウ 幹線道路対策の推進 

エ 交通円滑化対策の推進 

オ ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現 

カ 道路交通環境整備への住民参加の促進 

キ 連絡会議等の活用 
実施機関 県(都市計画課)  

〔計画の方針及び概要〕 
 

イ 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

   生活道路において人優先の考えのもと、「ゾーン30プラス」等の車両速度の抑制、通過交

通の抑制・排除等の面的かつ総合的な交通事故対策を推進するとともに、少子高齢社会の進

展を踏まえ、歩行空間のバリアフリー化及び通学路における安全安心な歩行区間の確保を図

る。また、歩行者と自転車の分離等、自転車利用環境の整備、無電柱化の推進、安全上課題

のある踏切の対策等による歩行者・自転車の安全な通行空間の確保を図る。 
 

 ○ 交通安全施設等の整備 

   令和７年度の主な整備計画は、下表のとおりである。 

項 目 歩道等 防護柵 標識 照明灯 
視線 

誘導標 
区画線 

電線 

共同溝 
拡幅工事 

事業量 80ｍ 0ｍ 0本 0基 9箇所 200ｍ    4工区 7工区 
 

 
 

細 目
 

ア 交通安全施設等の戦略的維持管理 

イ 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

ウ 幹線道路対策の推進 

エ 交通円滑化対策の推進 

オ ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現 

カ 道路交通環境整備への住民参加の促進 

キ 連絡会議等の活用 
実施機関 警察本部(交通規制課) 

〔計画の方針及び概要〕 
 

ア 交通安全施設等の戦略的維持管理 

  交通安全施設の大量更新期を迎えるに当たり、信号機等の老朽化対策が課題となっている

ことから、令和３年５月28日に閣議決定された「第５次社会資本整備重点計画」に即して、

老朽化した信号機や摩耗した横断歩道の更新をはじめとする交通安全施設等整備事業を重点

的、効果的かつ効率的に推進する。 

 

イ 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

生活道路において人優先の考えのもと、「ゾーン30プラス」等の車両速度の抑制、通過交

通の抑制・排除等の面的かつ総合的な交通事故対策を推進するとともに、少子高齢社会の進

展を踏まえ、通学路における安全安心な歩行空間の確保を図る。また、電動キックボード等

の新たな電動モビリティにも対応した自転車通行空間の整備を推進し、歩行者、自転車等の

安全確保を図る。 
 

ウ 幹線道路対策の推進 

幹線道路では交通事故が特定の区間に集中して発生していることから、事故危険箇所など、

事故の発生割合の大きい区間において、交通規制の見直し等の対策を実施する。 
また、事故の発生割合の大きい区間において、重点的な交通事故防止対策を実施する。こ
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の際、交通事故データの客観的な分析による交通事故原因の検証に基づき、信号機の高度化

等の対策を実施する。 

 

エ 交通円滑化対策の推進 

 交通安全に資するため、信号機の高度化等により、交通容量の拡大を図り、交通の円滑

化を推進する。 

また、「信号機設置の指針」に基づき、交通流・量の変化等により、必要性が低減したと

認められる信号機については、利用状況や地域の実情を踏まえ、移設・撤去を行い、交通の

円滑化を推進する。 

 

オ ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現 

交通需要等の増加に伴い、交通事故が多発し又は旅行速度が低下している市街地を中心

に、信号制御の改良・高度化を行うなど、交通管制システムを充実させる。 

また、新交通管理システム（*ＵＴＭＳ）の整備を進め、交通事故の未然防止を図る。 

さらに、過密化・混合化の進む道路交通に対応して、交通の円滑化、環境の保全化等を図

るため、適正な交通流・量の誘導及び分散を行う。 
*ＵＴＭＳ：Universal Traffic Management System 

 

カ 道路交通環境整備への住民参加の促進 

安全な道路交通環境の整備に当たっては、道路を利用する人の視点を生かすことが重要で

あることから、地域住民や道路利用者の主体的な参加の下に交通安全施設等の点検を行う交

通安全総点検を積極的に推進するとともに、道路利用者等が日常感じている意見について、

「標識ＢＯＸ」・「信号機ＢＯＸ」（はがき、インターネット等を利用して、運転者等から

道路標識、信号機等に関する意見を受け付けるもの）等を活用して取り入れ、道路交通環境

の整備に反映する。 

    
キ 連絡会議等の活用 

警察本部及び国土交通省東北地方整備局青森河川国道事務所が設置している「青森県道路

交通環境安全推進連絡会議」や、その下に設置されている「アドバイザー会議」を活用し、

学識経験者のアドバイスを受けつつ施策の企画、評価、進行管理等に関して協議を行い、的

確かつ着実に安全な道路交通環境の実現を図る。 
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の際、交通事故データの客観的な分析による交通事故原因の検証に基づき、信号機の高度化

等の対策を実施する。 

 

エ 交通円滑化対策の推進 

 交通安全に資するため、信号機の高度化等により、交通容量の拡大を図り、交通の円滑

化を推進する。 

また、「信号機設置の指針」に基づき、交通流・量の変化等により、必要性が低減したと

認められる信号機については、利用状況や地域の実情を踏まえ、移設・撤去を行い、交通の

円滑化を推進する。 

 

オ ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現 

交通需要等の増加に伴い、交通事故が多発し又は旅行速度が低下している市街地を中心

に、信号制御の改良・高度化を行うなど、交通管制システムを充実させる。 

また、新交通管理システム（*ＵＴＭＳ）の整備を進め、交通事故の未然防止を図る。 

さらに、過密化・混合化の進む道路交通に対応して、交通の円滑化、環境の保全化等を図

るため、適正な交通流・量の誘導及び分散を行う。 
*ＵＴＭＳ：Universal Traffic Management System 

 

カ 道路交通環境整備への住民参加の促進 

安全な道路交通環境の整備に当たっては、道路を利用する人の視点を生かすことが重要で

あることから、地域住民や道路利用者の主体的な参加の下に交通安全施設等の点検を行う交

通安全総点検を積極的に推進するとともに、道路利用者等が日常感じている意見について、

「標識ＢＯＸ」・「信号機ＢＯＸ」（はがき、インターネット等を利用して、運転者等から

道路標識、信号機等に関する意見を受け付けるもの）等を活用して取り入れ、道路交通環境

の整備に反映する。 

    
キ 連絡会議等の活用 

警察本部及び国土交通省東北地方整備局青森河川国道事務所が設置している「青森県道路

交通環境安全推進連絡会議」や、その下に設置されている「アドバイザー会議」を活用し、

学識経験者のアドバイスを受けつつ施策の企画、評価、進行管理等に関して協議を行い、的

確かつ着実に安全な道路交通環境の実現を図る。 
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第１章 道路交通の安全に関する施策 

１  道路交通環境の整備 

(５)  高齢者等の移動手段の確保・充実 
 
細 目  

実施機関 東北運輸局、県（地域交通・連携課）   

〔計画の方針及び概要〕 
 

（東北運輸局） 

 ◆ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号）に基づき、地方公共

団体が中心となって地域公共交通のマスタープラン（地域公共交通計画）の作成を推進し、

地域の関係者の連携・協働（共創）を促進するとともに、令和６年７月に設置された国土交

通省「交通空白」解消本部において、高齢者を含む地域住民等の移動手段の確保に引き続き

取り組むことで、「交通空白」解消等に向けた地域交通の再構築（リ・デザイン）の全面展

開を図ることとしている。 

高齢者等の事故防止や移動手段の確保などに資する地域の自動運転サービスの社会実装に

向けて、自動運転移動サービスの実現、自動運転サービスの普及・拡大に向けた事業モデル

の構築、技術開発・実証実験等の取組を推進する。 

また、多様な交通サービスへのアクセスをワンストップ化するＭａａＳについて、ＭａａＳ

を構成する新たなモビリティサービスとして、ＡＩオンデマンド交通等やシェアサイクル、

グリーンスローモビリティなどラストワンマイルを担う新たな移動手段の普及を図り、高齢

者を始めとする地域住民の外出機会を創出し、移動手段の確保・充実等、地域課題の解決を

目指す。 

 
（県（地域交通・連携課）） 

◆ 高齢者等をはじめとする地域住民の移動手段の確保・充実を図るため、地域公共交通の活

性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号）に基づき策定した青森県地域公共交通計

画により、勉強会の開催及びアドバイザー派遣等を実施し、市町村の計画策定に向けた取組

を促進する。 

また、公共交通等による移動の利便性を向上させる新たなモビリティサービスである

ＭａａＳについて、行政・学識経験者・交通事業者等で構成する会議やワークショップ等を

通じ、本県地域交通事業者の実態を踏まえた上で、地域課題の解決に資するＭａａＳのモデ

ル構築やＭａａＳの普及に必要な基盤づくりへの支援を行う。 
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第１章 道路交通の安全に関する施策 

１  道路交通環境の整備 

(６)  歩行空間のユニバーサルデザイン化 
 

細 目  

実施機関 東北地方整備局(青森河川国道事務所)、県（道路課、都市計画課）  

〔計画の方針及び概要〕 
 

 ◆ 高齢者や障がい者等を含めて全ての人が安全に、安心して参加し活動できる社会を実現す

るため、駅、公共施設、福祉施設、病院等を結ぶ道路において、幅の広い歩道の整備や歩道

の段差・傾斜・勾配の改善、無電柱化、視覚障がい者誘導用ブロックの整備等による歩行空

間の連続的・面的なユニバーサルデザイン化を積極的に推進する。また、バリアフリー化を

始めとする安全・安心な歩行空間を整備する。 
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第１章 道路交通の安全に関する施策 

１  道路交通環境の整備 

(７)  無電柱化の推進 
 
細 目  

実施機関 東北地方整備局(青森河川国道事務所)、県（道路課、都市計画課）   

〔計画の方針及び概要〕 
 

◆ 歩道の幅員の確保や歩行空間のバリアフリー化等により歩行者の安全を図るため、安全で

快適な通行空間の確保、道路の防災性の向上、良好な景観の形成、情報通信ネットワークの

信頼性の向上、観光振興の観点から、新たな無電柱化計画を国や地域で策定し、道路の新

設、拡幅等を行う際に同時整備を推進するとともに、電線共同溝の浅層埋設等低コスト手法

の導入によるコスト縮減等を図るほか、地上機器の小型化による歩行者の安全性確保などの

取組により、本格的な無電柱化を推進する。 
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第１章 道路交通の安全に関する施策 

１  道路交通環境の整備 

(８)  効果的な交通規制の推進 
 

細 目   

実施機関 警察本部(交通規制課、高速道路交通警察隊) 
〔計画の方針及び概要〕 

 

◆ 道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため、道路網全体の中で、そ

れぞれの道路の社会的機能、道路の構造、交通安全施設の整備状況、交通流・量の状況等を

的確に把握し、地域の実態に応じた効果的な交通規制を推進する。冬期間に他県で発生した

猛吹雪等による大渋滞等の事案は本県においても発生する可能性があることから、爆弾低気

圧の通過等が予想される場合は、道路管理者と事前の協議を行い、必要に応じて事前に通行

止め規制を検討するなどして、大渋滞等の事案の未然防止を図る。 

また、交通の実態の変化等に応じて既存の交通規制を見直すなど、規制内容をより合理的

なものとするとともに、道路標識・道路標示の簡素合理化に努める。 

大規模小売店舗・リゾート開発など各種の大規模開発等に対して、アクセス道路等の建設

計画の早期把握に努め、それに見合った交通規制を実施する。 
速度規制、駐車規制、信号制御の点検見直しなど、より合理的な交通規制を推進する。 

 
 ○ 信号機、道路標識及び道路標示の整備 

   令和７年度の主な整備計画は、下表のとおりである。 
  区分 事 業 量 

特
定
事
業 

 交通管制         ― 式 
 信号機新設         0 基 
 信号機改良       91 基 
横断歩道更新 0  ㎞ 

地
方
単
独
事
業 

 信号機新設         3 基 
信号機撤去 32  基 
灯器ＬＥＤ化    1,101 灯 

 制御機更新        11  基 
 大型標識更新     4  本 
 路側標識更新 1,620  本 

道路標示 

横断歩道  4,326  本 
実線標示      100  ㎞ 
図示標示      10,000 個 

 信号機柱の移設      153  本 
交通流が悪化している交差点の右折矢印化等、信号機改良を推進する。 
また、信号機は、交通事故防止に極めて高い効果を有する一方、必要性が低減したものに

ついては、交通流の悪化等を引き起こす原因になるため、「信号機設置の指針」に基づき、

利用状況や地域の実情を踏まえて、事故危険箇所、通学路等緊急性の高い場所への移設や撤

去を検討するなど、計画的な整備を推進する。 
さらに、道路標識については、効果的な交通規制を行うために、適切な整合・整備を図る。

また、道路標示について、未就学児童利用施設及び学校周辺における道路標示の整備を積極

的に推進する。 
 

（（アア））  保保全全管管理理のの徹徹底底  

交通安全施設等の機能の保全・改善を十分に行うとともに、交通実態に応じた交通安全

施設等の管理システムの構築等を推進する。特に、道路標識及び道路標示について、設置

状況の常時点検を行う管理体制を確立し、更新、補修、塗り替え等を順次行い、保全・管




